
６　権利取得者等の作付状況及び機械等の保有状況　【全部効率利用要件】農地法第3条第2項第1号

（1）　作付（予定）作物の内容及び作付面積

１　申請者の氏名、住所等（国籍等は、所有権を移転する場合に譲受人のみ記載してください。）

（2）　大農機具又は家畜

７　農作業に従事する者の数等の状況　【全部効率利用要件・常時従事要件】農地法第3条第2項第1号,4号

２　許可を受けようとする土地の所在等（土地の登記事項証明書を添付してください。）（注）筆数が８筆以上の場合は、別紙に記載してください。

８　農業上の利用に及ぼすことが見込まれる影響　【地域との調和要件】農地法第3条第2項第6号

９　その他

３　権利を設定し、又は移転しようとする契約の内容
１０　添付書類

４　権利取得者等が現に所有権等を有する農地等の利用状況　【全部効率利用要件・転貸要件】農地法第3条第2項第1号,5号

５　譲受人又はその世帯員等の権利取得後における経営面積の状況

　□その他必要と認める書類 （書類名称　　　　　　　　　　　 　　　　　　 ）

日

（　　　　　　　　）　　　　字　　　　削除

（　　　　　　　　）　　　　字　　　　加入

（　　　　　　　　）　　　　字　　　　削除

（　　　　　　　　）　　　　字　　　　加入

（５）信託契約の内容（信託の引受けによる権利取得の場合）　　【信託要件】農地法第3条第2項第3号

　譲渡理由：

　譲受理由：

〔　高齢化　・　労力不足　・　離農　・　農業承継　・　耕作利便交換　・　生活営農等資金　・　負債整理　・　その他（　　　　　　　　）　〕

〔　規模拡大　・　農業承継　・　耕作利便交換　・　新規就農　・　その他（　　　　　　　　）　〕

日

日

日

　□営農計画書（新規就農、町外居住者のいずれかに該当する場合）

　□定款又は寄附行為の写し・組合員名簿又は株主名簿の写し・法人の登記事項証明書

　□農作業に従事する者の配置の状況（複数市町村にまたがって所有権等を有する場合）

　　（４の②＋④＋権利を取得しようとする採草放牧地の面積）

＝

＝ （㎡）

　（１）権利取得後において耕作の事業に供する農地の面積の合計

　　（４の①＋③＋権利を取得しようとする農地の面積） （㎡）

　（２）権利取得後において耕作又は養畜の事業に供する採草放牧地の面積の合計

　□単独申請の根拠書類（農地法施行規則第10条第1項各号に該当する場合）

　□譲受人の住民票の写し（世帯全員分）　※おいらせ町に住所を有しない場合に添付

　□農地法その他の農業に関する法令の遵守の状況等届出書

（2）該当する場合添付するもの

　□農地法第18条第6項の規定による通知書・賃貸借の合意解約書の写し・使用貸借契約書の合意解約書の写し

　□土地改良区の農地移動確認証明（土地改良区内の農地の場合）

（1）必ず添付するもの

　□土地の全部事項証明書

　□譲渡人の住民票の写し（本人分）又は印鑑登録証明書及び耕作証明書　※おいらせ町に住所を有しない場合

　□農作業受委託契約書の写し等（農作業に必要な機械等を保有していない場合）

（2）その他参考となるべき事項 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（1）譲渡等の理由（該当する内容に○をしてください）

増員予定の人数

現
在
の
状
況

人世帯員等及び常時雇用者 人臨時雇用者（年間延人数）

日

日 □

□

□

□

本人 □

□

農作業に従事する者の氏名 年齢 性別
権利取得者との関係

（本人又は世帯員等）

耕うん機 田植機 コンバイン

主たる職業
農作業への
従事日数

農作業への
常時従事者

備考（農作業経験の状況・
通作距離及び時間等）

導入予定のもの（台）

確保しているもの（台）

採草放牧地

トラクター 備　考

樹園地田

作付（予定）作物名

権利取得後の作付面積（㎡）

畑

円10ａ当り 円 総額

許可決定後 〕

許可決定後 〕

日

日

日

・

・

～

月

月

月

年

年

年

〔 令和

〔 令和

令和

（４）移転（設定）の対価、賃料等

（３）賃貸借、使用貸借等の期間

（２）土地引渡の時期

（１）移転（設定）の時期

日

おいらせ町農業委員会会長　殿

下記農地（採草放牧地）について、（ ） を （

令和 年 月

電話（　　　）　　　－　　　

③

④

所　有　地 所有権以外の土地

借入地（㎡） 貸付地（㎡）
非耕作地

所在・地番 面積（㎡） 状況・理由面積（㎡）

①

②

自作地（㎡）
状況・理由

貸付地（㎡）
非耕作地

田

畑

樹園地

農地計

採草放牧地

所在・地番

備考筆計 筆数

所有者が登記簿と異
なる場合

所有者の氏名又は名称

　国籍等は、住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）第30条の45に規定する国籍等を記載するとともに、中長期滞在者にあっては在留資格、特別永住者にあって
はその旨を併せて記載してください。法人にあっては、その設立に当たって準拠した法令を制定した国（内国法人の場合は、「日本」）を記載してください。

（市区町村名）青森県上北郡おいらせ町 地目

所在・地番 台帳 現況
面積（㎡）

在留資格又は特別永住者
在留期間及び在留

期間の満了の日

認定経営発展法人

（該当する場合に

は○）

所有権以外の使用収益権が
設定されている場合

権利の種類・内容 権利者の氏名又は名称

） したいので、

農地法第３条第１項に規定する許可を申請します。

（注）括弧内には所要の権利及び設定、移転の別を記入してください。

農地法第３条の規定による許可申請書

年間
賃貸料
(年額)

円

住　　所 職業

電話（　　　）　　　－　　　

申請者

譲渡人

譲受人

氏　　名

印　

印　

年齢 国籍等

指令第 号

農地法第３条第１項の規定により上記申請のとおり許可します。

令和 年 月 日 おいらせ町農業委員会 会 長 松 林 勝 智


